
該当なし

　 （１）　有価証券の評価基準及び評価方針

　　　　・満期保有目的の債券等・・・償却原価法(定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法

（２）　固定資産の減価償却の方法
　　　　・建物並びに器具及び備品・・・定額法
　　　　・リース資産
　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。
（3）　引当金の計上基準
　　　　・退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。

該当なし

（１）独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度。
（２）兵庫県社会福祉協議会の民間社会福祉事業職員退職共済制度。
（３）阪神共同福祉会退職金制度。（園田苑のみ）

当法人の作成する計算書類は以下のとおりとなっている。
（１）　法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）
（２）　事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）
（３）　社会福祉事業における拠点区分別内訳表

（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）
（４）　各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　「法人本部」拠点区分（社会福祉事業)
法人本部

イ　「園田苑」拠点区分（社会福祉事業)
園田苑（介護老人福祉施設）
園田苑（通所介護）
園田苑（生活援助員派遣事業）
園田苑（居宅介護支援事業）
グループハウス尼崎
園田苑（認知症デイ）
Zen（通所介護）
園田苑（小規模）
尼崎市｢園田南｣地域包括支援ｾﾝﾀｰ
園田南地域包括（介護予防支援）
園田苑（訪問介護）
園田苑（居宅介護）
園田苑（重度訪問介護）
園田苑（移動支援）

ウ　「善法寺保育園」拠点区分（社会福祉事業)
善法寺保育園

エ　「南清水保育園」拠点区分（社会福祉事業)
南清水保育園

オ　「浜つばめ保育園」拠点区分（社会福祉事業)
浜つばめ保育園

カ　「浜保育園」拠点区分（社会福祉事業)
浜保育園

計算書類に対する注記（法人全体用）　　　　　　　別紙1

1．継続事業の前提に関する注記

2．重要な会計方針

3．重要な会計方針の変更

4．法人で採用する退職給付制度

5．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分



基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

建物附属設備

該当なし

基本財産/建物「浜つばめ保育園新園舎（2017年度末竣工）」・・・2018年5月抵当権設定
円 （期末帳簿額）

担保している債務の種類及び金額
設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）

円 （期末帳簿額）

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

15.  合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

以　　上

3,635,099 134,4013,769,500

204,447,062

73,500,000

車両運搬具 18,182,330 18,182,320

702,553,312

器具及び備品 155,422,788 130,610,200 24,812,588

構築物 15,423,296 7,607,824 7,815,472
機械及び装置

10

0

当期減少額

合　計 1,739,300,466 956,001,482 783,298,984

当期末残高
建物(基本財産) 1,222,761,692 520,208,380

6．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期末残高
(単位：円)

土地 0 0 0
734,861,548 0 32,308,236建物

0
合計 765,477,329 0

定期預金 0 0 0
投資有価証券 0

11． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

12． 関連当事者との取引の内容

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

8．担保に供している資産

41,907,568

9．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

建物附属設備(基本財産) 278,233,671 257,217,222

30,615,781 0 9,599,332

13． 重要な偶発債務

7．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

14． 重要な後発事象

取得価額 減価償却累計額

10． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

0
702,553,312
21,016,449

0
0

723,569,761

21,016,449
建物(他の固定資産) 12,320,100 4,041,120 8,278,980
建物附属設備(他の固定資産) 33,187,089 14,499,317 18,687,772


